
人事異動および機構改革のご通知

平成１３年５月３０日

各　　位

会　社　名

住　　　所

問合わせ先

電　　　話 （０３）３４３３－４１１１

上場取引所 東京証券取引所(第一部)

　　 （コード番号 ５２６２）

　平成１３年６月２８日付を以て下記のとおり人事異動および機構改革を行なう予定でありますので、

ご通知いたします。

記

１．人事異動［平成１３年６月２８日の予定］

発　　　令　　　後　【新　職】 発　　　令　　　前　《旧　職》 氏　　　　　名

専務取締役　営業・技術統轄本部長 東京ｺﾝｸﾘｰﾄ工業(株)取締役社長 小　嶺　　仁　貫

　　　　　　兼Ｏ.Ｆ.Ｉ事業部、管

　　　　　　渠更生事業部管掌

専務取締役　管理・人事統轄本部長 常務取締役　営業担当、国際事業部 高　尾　　重　道

　　　　　　兼国際事業部、不動産 　　　　　　管掌

　　　　　　・環境関連事業部管掌

常務取締役　営業・技術統轄本部副 常務取締役　技術担当、品質保証室､ 石　川　　典　男

　　　　　　本部長 　　　　　　安全・環境管理室、技

＜品質保証統括管理責任者＞ 　　　　　　術研究所、生産部、建

　　　　　　築部材事業部、Ｏ.Ｆ.

　　　　　　Ｉ事業部、管渠更生事

　　　　　　業部管掌

＜品質保証統括管理責任者＞

常務取締役　営業・技術統轄本部副 常勤顧問 西木戸　　英　紀

　　　　　　本部長

取締役　開発営業部長兼技術研究所 取締役　コンクリート製品統括本部 石　井　　義　章

　　　　長 　　　　副本部長兼下水道関連事業

　　　　グループ長兼技術研究所長

日 本 ヒ ュ ー ム 株 式 会 社

東京都港区新橋五丁目33番11号

専務取締役 足 立 晃
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発　　　令　　　後　【新　職】 発　　　令　　　前　《旧　職》 氏　　　　　名

取締役　総務部長兼不動産・環境関 総務部長兼資材部長兼不動産・環境 新　井　　紘　一

　　　　連事業部長 関連事業部長

〔(株)ヒユームズ取締役社長〕

取締役　Ｏ.Ｆ.Ｉ事業部長 Ｏ.Ｆ.Ｉ事業部長 八　田　　武　久

取締役　経理部長 人事部長 熊　倉　　廣　行

相談役 取締役会長 小　林　　幸　道

理事[技監] 常務取締役　ｺﾝｸﾘｰﾄ製品統括本部長 柳　澤　　　　正

〔東邦ヒューム管(株)取締役社長〕 取締役　関西事業部長兼九州事業部 久　木　　　　實

　　　　長

〔日本ﾋｭｰﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 取締役　熊谷工場長 前　原　　和　征

　　　　　　　　　　 取締役社長〕

特別顧問 取締役　ｺﾝｸﾘｰﾄ製品統括本部副本部 森　　　　孝　夫

　　　　長兼建築部材事業部長

〔東京ｺﾝｸﾘｰﾄ工業(株)取締役社長〕 取締役　関東事業部長 中　園　　大　策

常勤監査役 専務取締役　関連企業担当、経営企 足　立　　　　晃

　　　　　　画室、総務部、資材部､

　　　　　　経理部、人事部、不動

　　　　　　産・環境関連事業部管

　　　　　　掌

開発営業部部長 コンクリート製品統括本部基礎関連 内　藤　　義　彦

事業グループ長

開発営業部部長兼北海道ブロック長 北海道事業部長 菅　原　　　　徹

安全・品質管理部長 品質保証室長兼安全・環境管理室長 鈴　木　　　　肇

開発営業部部長兼関西ブロック長 コンクリート製品統括本部付部長 正　司　　雅　敏

中部ブロック長兼名古屋支社長 建築部材事業部副事業部長 松　本　　弘　行

人事部付部長［東京ｺﾝｸﾘｰﾄ工業(株) 経理部長 平　賀　　昭　彦

出向]

〔東京ｺﾝｸﾘｰﾄ工業(株)常務取締役〕

関東ブロック長兼東京支社長 東京支社長 高　橋　　　　晃

九州ブロック長兼福岡支社長 福岡支社長 鈴　木　　喜　次

人事部長 名古屋支社長 宮野川　　繁　男

尼崎工場長 九州工場長 大　間　　修　二

熊谷工場長 尼崎工場長 野　村　　静　夫

〔(株)安斉鉄工所取締役社長〕

人事部副部長[東邦ﾋｭｰﾑ管(株)出向] 人事部副部長[(株)ｴﾇｴｨﾁ･ﾌﾀﾊﾞ出向] 塚　本　　健　策

〔東邦ﾋｭｰﾑ管(株)取締役総務部長〕

九州工場長 生産部課長 勝　田　　雅　道
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２．機構改革［平成１３年６月２８日付］

（１）目的

　　①　事業の効率化、情報のスピード化、組織のフラット化等を推進するため、支社・営業所およ

　　　　び工場は社長と直結した組織にする。

　　②　直接部門に係わる業務は支社・営業所ならびに工場にて取り扱う。また、本社機構は統廃合

　　　　により小さな組織編成にするとともに中間セクション〔課制〕をなくす。

（２）内容

　　①　地区事業部制〔北海道事業部・関東事業部・関西事業部・九州事業部〕は廃止し、支社と工

　　　　場とが連携して事業展開を推進する地域ブロック制〔北海道ブロック・関東ブロック・中部

　　　　ブロック・関西ブロック・九州ブロック〕を導入する。

　　②　建築部材事業は各地域ブロックにおいて地場に密着した事業展開を図るため、本社の建築部

　　　　材事業部を廃止して機能を支社・営業所および工場に移す。

　　③　管理・人事統轄本部と営業・技術統轄本部とを新設し、管理・人事統轄本部には経営企画部

　　　　〔現行の経営企画室を改称〕、総務部〔現行の総務部と資材部とを併合〕、経理部、人事部

　　　　を置き、営業・技術統轄本部には開発営業部〔現行のコンクリート製品統括本部を改称〕、

　　　　安全・品質管理部〔現行の品質保証室と安全・環境管理室とを併合〕、技術研究所、生産部

　　　　を置く。

以　上
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